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しかし、敗戦後から GHQ の主導により我が国の電力業界は 9 つのエリアに
分けられ、各エリア原則 1 社ずつの「地域独占」として事業を行うこととなっ




















る。今回の電力自由化となる対象は全国で約 8500 万件、市場規模は年間約 8 兆








図 1-1 電気事業者の流通経路 
① 「地域独占」時代の電力の流通経路 
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帯が LP ガス（液化石油ガス）をエネルギー源として利用している。 
1995 年にガスを大量に使う工場などへの販売が自由化となり、都市ガス販売
の 3 分の 2 が自由化され新規参入する事業者が増加した。その後に海外の国々













図 1-2  ガス会社の流通経路 
① これまでの都市ガスのしくみ 
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図 1-3 再生可能エネルギーが家庭に届く仕組み 
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米国では 1996 年から 1999 年にかけて電力自由化が行われている。しかし州
ごとに法律が異なるため、全米 14 州とワシントン州で独自に自由化が実施さ
れている。最も自由化が進んでいるのはテキサス州である。この背景には当時






















州は 40 社以上あるのに対し、カルフォニア州では 1 社しか新規参入してこな
かったため、スイッチしづらい状況にあった。また米国の特徴として一般家庭
が 1 件単位でガス事業者を選択できない仕組みとなっている。 
米国のガス産業構造は、連邦と州による二次元的規制構造が特徴である（図
1-4）。家庭用の自由化を実施している州は、2001 年以降 22 州で特に変化は見
られず、限定的な進展に止まっている 6。 
 
図 1-4 米国のガス産業構造 
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電力の自由化は米国よりも EU の方が進んでいる。ドイツでは 1994 年に EU
の指令を受けて、1998 年にエネルギー事業法を改正し小売り全面自由化を実施












また英国では、世界で最も早く 1990 年から電力の自由化が始まり、4 つの
部門の構造分離が進み、2002 年には小売電気事業の各規制が撤廃され、完全自
由化が実現した。自由化後、多くの新規電力会社が参入してきたが、統廃合や





ガス市場については、2003 年に改正 EU ガス指令が発効し、2007 年 7 月に
EU 全面自由化となった。国によって自由化に対する進展度合いは異なる。英
国とドイツは 1998 年、イタリアは 2003 年、フランスは 2007 年に全面自由化
となった。特に英国とドイツは自由化後にガス会社は大幅に増加した。英国は
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れているといえる。図 1-6 は世界各国の自然エネルギー発電設備容量である。 
 
図 1-6 世界各国の自然エネルギー発電設備容量、上位 7 か国（2014 年） 
（単位：ギガワット） 
 
























































































第 2 章 エネルギー自由化のサービス・マーケティングの位置づけ 
2-1 エネルギー・サービス・マーケティングのポジション 











































































































































図 2-1 アブラハム・マズローの「マズローの欲求段階説」 
 



















































































































































るインタラクティブ・マーケティング（Interactive Marketing）の 3 つのタイ
プのマーケティングが必要となるという（図 2-2）。 
 













































































































なってくると、サービスの 4 つの特性・特質に疑問が生じてくる。 


















































































































































































コネテッド・スマートホーム戦略 家庭内のエネルギー機器や家電製品を IoT で結
び、エネルギー管理だけでなく、セキュリティや
ホームオートメーションなどのサービスを提供。 
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   廃熱利用吸収冷凍機 
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2 「電力システムに関する改革方針」（2013 年 4 月 2 日）閣議決定の資料より抜粋。 
3 数値は、朝日新聞 2016 年 2 月 26 日付（朝刊 6 面）を引用したものである。 
4 この部分の説明は経済産業省資源エネルギー庁が作成したガスシステム改革に関す
るパンフレットによっている。 
5 朝日新聞 2016 年 2 月 28 日付（朝刊 39 面）から抜粋。 
6 久谷（2008），資料 6 頁からの抜粋である。 
7 託送料金とは電気を送る際に電力会社が必ず利用する送配電網の利用料金のことで
ある。 
8 HEMS（ヘムス）については、第 3 章 3-1 1)(2)を参照。 
9 「ビック 6」は、ドイツ 2 社（E.ON（本社：デュッセルドルフ)、RWE AG（本社：
エッセン））、英国 2 社（SSE（本社：パース）、Centrica（本社：ロザラム））、フラ
ンス EDF Energy（フランス電力公社）、スペイン Iberdrola（本社：ビルバオ）を
指している。 















（工場）、CEMS（上記 3 つを含めた地域全体）に分かれる。 




16 (1)、(2)の説明については、朝日新聞 2016 年 3 月 5 日付（朝刊 7 面）の記事および
江田，2016, pp. 88-96 によっている。 
17 ここでいう対処とは、防犯対策だけでなく、人の命に関わることも指す。 
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